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平成26年改正
建築基準法・同施行令等の解説

主な改正内容

・構造計算適合性判定制度の見直し
・指定確認検査機関等による仮使用認定事務の創設
・新技術の円滑な導入に向けた認定制度の創設
・木造関連基準の見直しや容積率制限の合理化等
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【利用目的】　ご注文に関するお客様への連絡、配送、代金の請求及びメール等による商品の案内に利用させていただきます。
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【個人情報提供の任意性】　個人情報の提供はお客様の任意となりますが、商品のお届けなどに誤りが生じないよう、正確にご記入願います。
【開示等の求めに応じる手続】　利用目的の通知、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止等をお求めの際は、次の窓口にお問い合わせください。
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７　定期調査・検査報告制度の強化
８　建築物の事故等に対する調査体制の強化
　８．１　特定行政庁の調査権限の充実
　８．２　国土交通大臣による建築物の調査権限の創設
９　その他所要の改正事項
　９．１　移転
　９．２　罰則の強化等

第３章　新旧対照条文等
１　建築基準法の一部を改正する法律
　　新旧対照条文・附則
２　建築基準法施行令の一部を改正する政令
　　新旧対照条文・附則
３　建築基準法施行規則の一部を改正する省令
　　新旧対照条文・附則
４　建築基準法に基づく指定建築基準適合判定資格者
検定機関等に関する省令　新旧対照条文・附則

５　告示

第４章　参考資料
１　改正の経緯
２　社会資本整備審議会　答申
３　建築基準法の一部を改正する法律に対する付帯決
議（参議院）

４　建築基準法の一部を改正する法律に対する付帯決
議（衆議院）

細 目 次

第１章　改正の経緯と概要
１　改正の経緯
２　改正の概要

第２章　逐条解説
１　構造計算適合性判定制度の見直し
　１．１　構造計算適合性判定に係る手続きの見直し
　１．２　構造計算適合性判定の対象の見直し
　１．３　増改築時の構造計算適合性判定の義務付け
　１．４　構造計算適合判定資格者の検定制度の創設
　１．５　構造計算適合判定資格者の登録制度の創設
　１．６　指定構造計算適合性判定機関の指定権者の見

直し
　１．７　指定構造計算適合性判定機関に関する規定の

整備
　１．８　指定確認検査機関の指定基準の見直し
　１．９　指定増改築構造計算基準に対応する基準の適

用の整理
　１．10　全体計画認定における構造計算適合性判定
２　指定確認検査機関等による仮使用認定事務の創設
３　構造耐力に関する規定の整備
４　木造建築関連基準の見直し
　４．１　三階建ての学校等に関する規制の見直し
　４．２　大規模の建築物の主要構造部に関する規制の

見直し
５　新技術の円滑な導入に向けた仕組み
６　容積率制限の合理化

平成26年改正 　建築基準法・同施行令等の解説


